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研究要旨  

本分担研究においては、①人口動態統計の出生票、死産票、および死亡票をリンケージ

する複数の手法を比較検討することで、もっとも正確にこれらをリンケージできる手法を

提案すること、そして、②各種の周産期関連データベースをリンケージしたデータベース

の利用を促進し、その解析を通して単一のデータベースからは産出不可能であった医学的

なエビデンスを複数提示すること、を目的としている。 

２年目である本年度は、①2013-2015 年度に出生した児の出生票と母の死亡票を高精度に

リンケージするための方法を検討し、③2003-2011 年度の出生児について日本産科婦人科学

会周産期登録データベース、新生児医療ネットワーク登録データベース、出生票、死産票、

乳児死亡票を連結したデータベースを様々な角度から解析し、妊婦および児の予後に関係

する医学的・社会的因子について、複数のエビデンスを発表した。 

Ａ．研究目的 

 本分担班では、昨年度は人口動態統計

の出生票と乳児死亡票を連結する手段を模

索した。しかし、その際、氏名情報などの

特異度が高い情報が欠落しているデータベ

ース同士では、連結の不確実性がどうして

も高いことが明らかになった。 

出生、死亡、などの人口動態調査につい

ては、自治体から厚生労働省に送付される

調査票の OCR シートを読み込む方法のほか

に、自治体において調査票の電子データを

オンラインで送信する人口動態統計オンラ

イン報告システムが平成 15 年より導入さ

れ、各市町村に順次導入されている。平成

26 年度時点において、全出生の約 90%が本

報告システムを用いて報告されている。 

そこで、本年度の本分担研究班における

研究目的は、①出生票とその母の死亡票を

高精度にリンケージする手法を提案するこ

と、②各種の周産期関連データベースをリ

ンケージしたデータベースの解析を通して

複数の医学的に有用なエビデンスを提示す

ること、である。 

 

Ｂ．研究方法 

 ①出生票とその母の死亡票を高精度にリ

ンケージする手法の検討 

現在、出産後の女性の死亡が妊娠に関係
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する死であったかどうかを判定するための

材料は、死亡票に記載されている死因情報

のみに依存している。しかし、この方法だ

けでは、出産後時間の経った症例では特に

見落としが起きる可能性がある。 

このため、妊婦死亡の把握（永田班）お

よび妊婦自殺の把握（大田班）の解析デー

タセットを作成するために、妊娠可能年齢

の女性の死亡票・個票を、その妊娠の結果

出生あるいは死産となった児の出生票・出

生個票あるいは死産票・死産個票と連結す

るための手法の検討を行った。 

②2003-2011 年度出生において、日本産科婦

人科学会周産期登録データベース、新生児

医療ネットワーク登録データベース、出生

票、死産票、乳児死亡票を連結したデータ

ベースを、複数の研究者で解析した。 

 

（倫理面への配慮） 

 本研究は二次的に得られる情報で行う研

究であり、情報収集については特別の倫理

的配慮は必要としなかった。しかし、個人

情報を多く含む情報の解析であるため、国

立成育医療研究センターの倫理委員会にお

いて研究計画の承認を得た後に行い、情報

漏えいリスクを最小限にとどめるために外

部ネットワークから遮断された環境におい

て解析を行い、また結果公表に際しても５

例以下のセルについては報告を行わないこ

とで少数例庇護の措置を行った。 

 

Ｃ．研究結果   

①出生票とその母の死亡票を高精度に

リンケージする手法の検討 

 

現在、日本の人口動態統計は市町村が厚

生労働省に各種出生・死亡などの情報を個

票という形で報告し、これを厚生労働省が

クリーニングしたのち、氏名情報や病院名

情報を削除し、死因コードを ICD 分類に基

づき付与した結果のデータを公式統計に用

いている。また、市町村から厚生労働省に

提出される情報は約９割がオンライン報告

となっている。 

このため、個票のみに氏名情報や死因の

詳細情報が載っており、その代わり、誤っ

た情報が記載されていることも多く、また

日本全体の 10%の症例については情報がな

いという状態にある。親子のリンケージを

行うためには死亡個票や出生個票のみに含

まれる母親の氏名情報も、死亡票のみに記

載されている死因の ICD 分類も必要である

ため、本リンケージは２段階で実施した。 

統計法（平成 19 年法律第 53 号）第 33

条の規定に基づき、人口動態調査に係る調

査票情報の提供について申出を行い、調査

票情報の提供を受けた。 

まずは市町村からオンラインで報告さ

れるデータ（○○個票）およびこれを厚生

労働省がクリーニングおよびコーディング

した結果のデータ（○○票）を、出生、死

産、死亡のそれぞれにおいて作成した。 

このリンケージには、届け出のあった都

道府県・市町村・保健所・支所番号・事

件簿番号および（出生・死亡・死産の）

年月日、を用いて、年月日および事件簿

番号に書き間違いがあった可能性を 1%

と仮定して、確率的リンケージ(Probabilistic 

Linkage)により連結することで作成した。確率

的リンケージについては Fellegi and Sunter ら

によって提唱された理論を用いて、誤字や入

力ミスについては編集距離(Lebenstein距離)を

用いて２値の一致度を評価した。 

 下記の図 1-図 3 に出生、死亡、死産の
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それぞれについて、リンケージ結果を示

す。なお、m-probability (変数に書き間違

いがない確率)を 99%から上下 2%変化さ

せても、リンケージされる確率はほとん

ど変わらなかった。 

 

図 1 出生票と出生個票のリンケージ 

 

 

 

図 2 死亡票と死亡個票のリンケージ 

 

 

 

図 2 死亡票と死亡個票のリンケージ 

 
 

 

続いて、それぞれリンケージされた死

亡票/死亡個票と出生票/出生個票を、母

（女性）の氏名および生年月日によりリ

ンケージした。また、それぞれリンケー

ジされた死亡票/死亡個票と死産/死産個

票を、母（女性）の氏名および死産時の

年齢（+1 あるいは-1を含める）によりリ

ンケージした。 

このリンケージには、Deterministic 

Linkageつまりは、完全一致していること

を条件とした。この方法では結婚あるい

は離婚により出産時と死亡時で母の苗字

が変わっている場合は捉えられない。し

かし、下の名前のみを頼りに連結を試み

ると、たとえ同じ市町村内での出産・死

亡であるという制限をかけたとしても下
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の名前も生年月日も同じであるという女

性が複数いたため、この方法を用いての

リンケージは現実的ではなかった。 

 

② リンケージされたデータの利活用 

本分担研究関係者のみならず、他の分担

研究の先生方とともに多角的な解析を積

極的に行った。この結果、複数の英語原著

論文を出版することが出来、現在も複数を

投稿中である。 

今年度は論文および学会発表にて、下記

の事項を報告した。 

-低身長の妊婦が、より身長が高い妊婦

よりも早産のリスクが高い理由は、身長が

低いほど妊娠高血圧腎症になるリスクが

高いことにより説明される。 

-日本人の平均身長は1979年を境に減少

しており、生まれ年別に見ると平均身長は

その年の低出生体重児率と逆相関を認め

る。 

-高齢出産は早産や多くの妊娠合併症の

リスクとなる。 

-日本を含む先進国34カ国における早産

率と37-38週の出生率は高い相関率を示し

ており、37-38 週での出生を抑えることが

早産率減少にも役立つ可能性がある。 

-22-24 週の分娩において、児が分娩中の

死産あるいは１時間以内の新生児死亡と

なるリスクは、母の居住市町村の平均年収

が低いほど高い。 

 

さらに、なるべく幅広くこのデータベー

スを有効に活用していただけるように、周

産期医療関係者への疫学教育を実施した。 

 

Ｄ．考察・結論 

 本年度は人口動態統計の個票情報に

含まれる氏名情報などの特異度の高い情

報を用いることで、それまでこれらの情報

が含まれていない出生票・死亡票のみでは

不可能であった親子を連結する手段を検

討し、これが有用である可能性を見出し

た。 

また、事件簿番号が不一致している症例

が一定の割合でいる可能性があることや

まだ個票のオンライン報告率が１００％

ではないなどのいくつかの問題がみつか

り、今後はその不一致の理由の探求などが

必要であることがわかった。 

 

今までは人口動態統計の連結手段に関

しては、匿名化されている人動態統計票の

連結が必要であった。これらの情報を高精

度に相互連結するためには、母の生年月日

や、周産期関連因子など、現在１歳未満の

死亡の特記事項として記載されている変

数が必要であり、これらの変数がないと出

生票と死亡票の正確な連結は難しかった。 

今回、氏名情報を用いた家族の連結が可

能であることが分かった。この方法を用い

て、出産や中絶後の母の死亡のリスク因子

の解明に役立つ可能性が高いことが示さ

れた。今後兄弟の同定も可能であると思わ

れ、家族のリンケージが進めば、幼児、学

童の死亡についても同様の検討が可能に

なると思われる。 

 一方で、個人を特定できる可能性が高く

“個人識別符号”とされている氏名情報を

用いても、結婚や離婚により姓が変わりう

る妊婦や褥婦においては、異なるデータベ

ースに含まれる同一人物を完全に特定す

るのは難しい可能性も示唆された。現在戸

籍情報の登録にはマイナンバーは含まれ

ていないが、将来的にはマイナンバーによ
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り戸籍情報を含む政府所有の情報を高精

度で連結し、公衆衛生学的に有用な研究に

活かすことを可能とすることが必要かも

しれない。 

連結されたデータベースの利活用につ

いては、本年度も小児科および産科の先生

方とともに周産期データベースの解析を

行い、多くの有用な新規発見ができた。し

かし、有用なデータベースが作成できて

も、それを活用し、臨床現場および政策に

反映できるような成果を産出できる研究

者はまだ少ないという問題もまだ依然と

して残っている。 
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